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「公共サービス改革基本方針」の改定について（通知） 
 
 競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成１８年法律第５１
号。以下「公共サービス改革法」という。）に基づき、平成１８年１２月２２日、
「公共サービス改革基本方針」（平成１８年９月５日閣議決定）の一部（別表）
の改定が閣議決定された。 
 今次改定により、別添のとおり、公共サービス改革基本方針の別表の旅券関
係の窓口業務に関する記載が追加されたところであるが、公共サービス改革法
の趣旨及び旅券関係業務に係る留意事項については、下記のとおりであるので、
事務処理上遺憾のないようにされたい。 
 

記 
 
１ 公共サービス改革法の趣旨 
  公共サービス改革法の趣旨は、国の行政機関等又は地方公共団体が自ら実
施する公共サービスに関し、その実施を民間が担うことができるものは民間
にゆだねる観点から、これを見直し、民間事業者の創意と工夫が反映される
ことが期待される一体の業務を選定して官民競争入札又は民間競争入札に付
することにより、公共サービスの質の維持向上及び経費の削減を図る改革（以
下「競争の導入による公共サービスの改革」という。）を実施することにある。 

  なお、公共サービス改革法に基づく官民競争入札又は民間競争入札の対象
となる地方公共団体の業務は、公共サービス改革法第５章第２節に定められ
ている特定公共サービスに限られるとともに、競争の導入による公共サービ
スの改革の実施は、地方公共団体の判断に基づくものとされている。 
  
２ 旅券法上の法定受託事務に係る留意事項 
  旅券法（昭和２６年法律第２６７号）第２１条の３に規定されている都道
府県知事が行う法定受託事務については、旅券法上民間委託が禁止されてい



るものではなく、一部の都道府県において既に民間団体に委託している例も
あるところである。 
  旅券法に規定する都道府県知事が行う法定受託事務は、都道府県の事務で
あり、また、公共サービス改革法に規定する特定公共サービスには該当しな
いが、今般、公共サービス改革基本方針の別表に追加された別添記載の趣旨
は、上述のように、旅券法上、都道府県知事が行う法定受託事務の民間事業
者への委託は禁止されているものではなく、各都道府県の判断に基づき民間
事業者に委託することが可能であることを内閣府及び外務省として各都道府
県に周知することにより、公共サービス改革法の趣旨を踏まえた民間委託の
実施について広く検討を求めることにある。 
  以上の点を踏まえ、各都道府県は、公共サービスの受益者である住民の立
場に立って、公共サービスの質の維持向上と経費の削減を図る観点から適切
な場合には、旅券関係の窓口業務の民間委託を進めることとされたい。 

以上 



別 添 
 

「公共サービス改革基本方針」（抄） 

 
平成１８年１２月２２日（閣議決定） 

 
第３ 法第７条第２項第３号から第８号までに掲げる事項 

法第７条第２項第３号から第８号までに掲げる事項に関する措置につい
ては、別表に基づき、計画的かつ着実に実施する。 
別表に盛り込まれた措置に関する進捗状況については、監理委員会が把
握し、必要に応じ適切に関与するものとする。 

 
（別表） 
７．窓口業務 
 

事項名 措置の内容等 担当府省 

（２）旅券関係の
窓口業務 

○  旅券法（昭和26年法律第267号）で規定す
る地方公共団体が実施する旅券業務に関し、各
地方公共団体の判断に基づき民間事業者へ委
託できることが明確にされたことを踏まえ、そ
の旨、インターネットその他適切な方法により
公表・周知する。 

内閣府及
び外務省 

 


